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通訳案内⼠としての業務遂⾏にあたり職務上相当な注意を⾏使しなかったことにより負担する法
律上の損害賠償責任に起因する損害に対して保険⾦を⽀払います。
具体的には、通訳案内⼠の業務上のミスで他人に与えた身体の障害、財物の損壊、手配ミス等
が原因の他人の財産の損害、および旅⾏者の手荷物の損壊、紛失、盗難に対して保険⾦が⽀
払われます。

※実際の保険適用にあたっては、約款・特約に照らし、ケースごとの個別判断となりますのでご注意ください。

１．全国通訳案内士賠償責任保険とは(1)

①通訳案内業務中の事故
・食べ物のアレルギーに係る情報を誤って伝えたため、お客様がアレ
ルギーを発症し、賠償を求められた。

・グループを誘導中に、ガイドが横断歩道のない場所を誘導し、⾞
両と接触しそうになったお客様が転んでケガをした。

・通訳案内中に傘を差そうとしたところ、通⾏人にぶつけてケガをさせ
てしまい、賠償を求められた。

②旅⾏業務の代⾏に伴う事故
・観光中にガイドが溝に落ちて⾻折した。ピンチヒッターのガイドが到
着するのを待つ間に、予定していた演劇が終了してしまいチケット
代の賠償請求を受けた。

・航空機のチケット手配を誤り、追加費用が発生したため、お客様
(または旅⾏会社)から賠償を求められた。

・スケジュール管理の不備が原因で、新幹線に間に合わず追加費
用が発生し、お客様(または旅⾏会社)から賠償を求められた。

③受託物の管理に伴う事故
・お客様からお預かりした土産物をバスに忘れて、結局出てこなかった。
・お客様のカメラでガイドが写真を撮ってあげる際に、カメラを落として破損し
てしまった。

・旅⾏会社より預かったファンド※を紛失し、旅⾏会社より賠償を求められた。
※予定された⾏程で使用するために、お客様に代わってガイドが管理す

る現⾦やチケット。ガイド⾃身の所持⾦は補償対象となりません。
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対象となる事故



１．全国通訳案内士賠償責任保険とは(2)

被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が、通訳案内業務(注1)および通訳
案内業務に付随する業務(注2)の遂⾏に当たり、職務上相当な注意を払わなかったこと
に基づき、保険期間中に発生した他人の損害（以下「事故」といいます。）について、
被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、保険
⾦をお⽀払いします。
保険⾦をお⽀払いできる条件は適用される普通保険約款、特別約款および特約に
よって異なりますので、詳細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。

(注1)通訳案内業務
報酬を受けて、訪日外国人に付き添い、外国語を用いて旅⾏
に関する案内を⾏う業務をいいます。

(注2)通訳案内業務に付随する業務
無報酬で⾏う旅⾏業務の代⾏⾏為であり、旅⾏業法施⾏規
則第三⼗⼆条に規定する⾏為をいいます。

※事故は、次の時に発生したものとみなします。
① 事故が他人の身体の障害の場合

⇒ 他人の身体の障害が発生した時
② 事故が他人の財物の損壊または受託物の損壊、紛失もしくは盗取の場合

⇒ 他人の財物が損壊した時または受託物が損壊し、紛失し、もしくは盗取された
時

③ ①または②以外の事故の場合
⇒ 通訳案内業務委託契約締結の日

※特別補償⾦が⽀払われる場合には、損害賠償⾦とみなされる特別補償⾦の額を
差し引いて保険⾦をお⽀払いします。

(重複してのお⽀払いにはなりません。)
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保険⾦をお⽀払いする主な場合



２．お支払いの対象となる損害

＜普通保険約款でお⽀払いの対象となる損害＞

損害の種類 内容

①損害賠償⾦ 法律上の損害賠償責任に基づいて損害賠償請求権
者に対して⽀払うべき治療費や修理費等(損害賠償請
求権者に対する遅延損害⾦を含みます。)

②損害防止費用 事故が発生した場合の損害の発生または拡大の防止
のために必要または有益であった費用

③権利保全⾏使費用 発生した事故について、他人から損害の賠償を受けるこ
とができる場合に、その権利を保全または⾏使するため
に必要な手続に要した費用

④緊急措置費用 事故が発生した場合の緊急措置(他人の生命や身体
を害した場合における被害者の応急手当等)に要した
費用

⑤協⼒費用 引受保険会社が発生した事故の解決にあたる場合、
引受保険会社へ協⼒するために要した費用

⑥争訟費用 損害賠償に関する争訟について⽀出した訴訟費用、弁
護⼠報酬等の費用

上記①から④までの保険⾦については、それぞれの規定により計算した損害の額から加入
者証記載の免責⾦額を差し引いた額をお⽀払いします。ただし、加入者証記載の⽀払
限度額を限度とします。上記⑤および⑥の保険⾦については、原則として⽀払限度額の
適用はありません。ただし、⑥については①の損害賠償⾦の額が⽀払限度額を超える場
合には、次の⾦額を限度とします。

お⽀払いする争訟費用の額 = ⽀払限度額
①損害賠償⾦額

※「②損害防止費用」および「④緊急措置費用」を除き、事前に引受保険会社の同意
を要するので、必ず引受保険会社までお問い合わせください。

※適用される普通保険約款、特別約款および特約によりその他の保険⾦が⽀払われ
る場合がありますので、詳細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。
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⑥争訟費用の額 ×

お⽀払いの対象となる損害



３．保険金をお支払いしない主な場合

◯保険契約者または被保険者の故意によって生じた損害賠償責任
◯被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、その約定によって加

重された損害賠償責任
◯被保険者と生計を共にする同居の親族に対する損害賠償責任
◯戦争、外国の武⼒⾏使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変、暴動、

労働争議または騒擾（じょう）に起因する損害賠償責任
◯地震、噴火、洪水、津波または高潮に起因する損害賠償責任
◯液体、気体(煙、蒸気、じんあい等を含みます。)または固体の排出、流出または溢(いっ)出に起因す

る損害賠償責任(ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。)
◯原子核反応または原子核の崩壊に起因する損害賠償責任(ただし、医学的、科学的利用もしくは

⼀般産業上の利用に供されるラジオ・アイソトープ《ウラン・トリウム・プルトニウムおよびこれらの化合物な
らびにこれらの含有物を含みません。》の原子核反応または原子核の崩壊による場合を除きます。)

◯被保険者の使用人の故意、詐欺または犯罪(過失犯を除きます。)に起因する損害賠償責任
◯航空機、⾃動⾞または船舶の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
◯⾦銭の私用または⽀払いもしくは回収の不能に起因する損害賠償責任
◯事故発生日から３年経過後、被保険者に対し損害賠償請求を⾏った者に対する被保険者の損害

賠償責任
○直接であると関接であるとを問わず、サイバー攻撃により生じた事象に起因する損害

等

上記以外にも保険⾦をお⽀払いしない場合があります。詳細は普通保険約款、特別約款および特約をご確
認ください。また、ご不明な点については、取扱代理店または引受保険会社までお問い合わせください。

・観光中に地震が発生して交通機関が遅延し、帰国の⾶⾏機に乗り損ねた。追加費が発生し、お客様か
ら費用負担を要求された。
⇒地震・噴火・洪水・津波・高潮が原因の事故は、この保険では補償されません。

・観光中にガイドが溝に落ちて⾻折したことにより、治療費がかかった。
⇒ガイド⾃身のケガは、この保険では補償されません。

・観光中に⾃分のカメラを落として破損した。
⇒ガイド⾃身の所有物の損害は、この保険では補償されません。

・駅まで移動中にお客様がてんかんをおこし、救急病院に寄ったので列⾞に遅れてしまった。
払い戻しはできない切符だったので、改めて切符を買うことになった。
⇒お客様の責任による事故は、ガイドが賠償責任を負わないため補償対象外となります。
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お⽀払いしない主な場合

補償対象外となる事故例



４．ご加入プランおよび保険契約者と被保険者

プラン１︓基本補償 プラン２︓充実補償

⽀払限度額
(１事故／保険期間中）

①②の事故︓
200万円/600万円

③の事故︓
70万円/70万円

①②の事故︓
2000万円/6000万円

③の事故︓
700万円/700万円

免責⾦額 1万円 1万円
年間保険料 3,200円 5,200円

＊⽀払限度額に記載の①〜③は、１ページに記載の「対象となる事故例」をご参照ください。
①通訳案内業務中の事故、②旅⾏業務の代⾏に伴う事故、③受託物の管理に伴う事故

＊③の⽀払限度額は①②の⽀払限度額の内枠となります。
＊⽀払限度額とは、保険⾦をお⽀払いする限度額をいいます。お⽀払いの対象となる損害のうち、争訟費用、協⼒

費用については、原則として⽀払限度額の適用はありません。ただし、争訟費用については損害賠償⾦の額が⽀
払限度額を超える場合には取扱いが異なりますので、詳細は「お⽀払いの対象となる損害」(４ページ）をご参照く
ださい。

＊免責⾦額は、保険⾦としてお⽀払いする１事故ごとの損害の額から差し引く額で、お客様の⾃己負担となる⾦額
をいいます。

＊お客様が実際にご加入いただく⽀払限度額および免責⾦額につきましては、加入申込票の「⽀払限度額」欄およ
び「免責⾦額」欄にてご確認ください。

(１)保険契約者
この保険は、“ＮＰＯ法人日本⽂化体験交流塾”が保険契約者となる団体契約です。

(２)加入資格者の範囲と被保険者
ご加入いただけるのは、申込人・記名被保険者がＮＰＯ法人日本⽂化体験塾の定款で定め
ている新日本通訳案内⼠協会の会員である全国通訳案内⼠の方である場合に限ります。
加入申込書の申込人欄にご記入いただく会員ご本人が本保険の記名被保険者となります。

(３)保険期間
保険期間は、2022年10⽉１日午後４時〜2023年10⽉１日午後４時の１年間です。
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おすすめ！ご加入プランと保険料

保険契約者と被保険者



５．ご契約の方法と保険料払込方法

保険料をＮＰＯ法人日本⽂化体験交流塾までお振込みください。
前年同プランでご継続の場合も期日までにお振込いただきます。
＊振込み期限︓９⽉16日（⾦）
＊振込先⼝座︓ みずほ銀⾏ 丸の内中央⽀店(004）

普通⼝座１１３１１０１
特定⾮営利活動法人日本⽂化体験交流塾

＊恐れ入りますが、振込手数料は組合員様のご負担となります。

補償の開始は、2022年10⽉１日です。
＊2022年10⽉1日〜2023年10⽉１日の1年間の補償となります。
＊ご加入いただいた後にお届けする加入者証は、内容をご確認の上、大切に

保管してください。加入者証は10⽉中に郵送いたします。

STEP
1

STEP
2

STEP
3
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・加入申込票のご記入内容を郵送前に必ずご確認ください。
（不備の場合の差し戻しは致しかねます。）
・書類不備もしくは期限までに保険料のお振込が無い場合はご加入いただけません。
・2023年４⽉1日〜補償開始で、中途加入のご案内をさせていただく予定です。
今回ご加入できない場合は上記にて中途加入いただくことになりますので、ご了承ください。

今年度の申込みに関する重要なご案内

■今年度よりご加入の組合員さま
・パンフレットをご覧いただき、加入するプランをご確認ください。
・加入申込票をダウンロードの上、直筆にて記入したものをPDFにしてメール
に添付もしくは原本を郵送ください。
※直筆でないものや、写真撮影したものをメール添付または郵送した場合は受付ができません。ご注意下さい。

■前年度よりご加入(継続)の組合員さま
・前年度ご加入のプランは、前年に送付している加入者証をご参照ください。
・前年度と同プランでご継続の場合は加入申込票の送付は不要です。
前年ご加入内容に応じて⾃動継続といたします。

（保険料は別途払込みが必要です。）
・ご加入内容に変更がある場合や脱退される場合は、ＮＰＯ法人日本
⽂化体験交流塾へご連絡ください。

＊加入申込票提出先︓ＮＰＯ法人日本⽂化体験交流塾
＊提出期限︓９⽉16日（⾦） (事務局必着）
＊加入申込票は、パンフレットに同封のものをご使用ください。



６．万一の事故のときのお手続きについて
（１）事故にあわれた場合の引受保険会社へのご連絡等

事故が発生した場合は、あわてず、落ち着いて、次の処置を⾏ったうえで、取扱代理店または引受保険会社にご連絡ください。
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①損害の発生および拡大の防止 ②相手の確認 ③目撃者の確認
 三井住友海上へのご連絡は                  事故は       いち早く 

２４時間３６５日事故受付サービス
「三井住友海上事故受付センター」 ０１２０-２５８-１８９（無料）へ 

（２）保険⾦のご請求時にご提出いただく書類
被保険者または保険⾦を受け取るべき方（これらの方の代理人を含みます。）が保険⾦の請求を⾏う場合は、次表の書類のうち、事故受付後に引
受保険会社が求めるものをご提出いただきます。詳細は取扱代理店または引受保険会社にご相談ください。
※１ 特約に基づいて保険⾦の請求を⾏う場合は、次表の書類のほか、それぞれの特約に定める書類をご提出いただきます。
※２ 事故の内容、損害の額、傷害の程度等に応じて、次表の書類以外の書類をご提出いただくようお願いする場合がありますので、ご了承ください。

保険金のご請求に必要な書類 書類の例

(1)引受保険会社所定の保険⾦請求書 引受保険会社所定の保険⾦請求書
(2)引受保険会社所定の事故内容報告書、損害の発生を確認する書類

およびその他これに類する書類(注)

(注)事故発生の状況・日時・場所、事故の原因、損害または費用発
生の有無を確認するための書類をいいます。

引受保険会社所定の事故内容報告書、警察署・消防署の証明書、交
通事故証明書、事故原因・損害状況に関する写真・画像データ・修理業
者からの報告書、損害明細書、免責事由該当性を確認する書類

(3)損害賠償の額および損害賠償請求権者を確認する書類

①他人の身体障害の程度、損害の額および損害賠償請求権者を
確認する書類

診断書、後遺障害診断書、死亡診断書、診療報酬明細書、治療費およ
び治療にかかわる交通費・諸雑費の領収書・明細書、休業損害証明書、
源泉徴収票、住⺠票、⼾籍謄本

②他人の財物損壊(財物の使用不能による間接損害を含みます。)の程
度、損害の額および損害賠償請求権者を確認する書類

修理⾒積書・領収書、取得時の領収書、決算書類、事故前後の売上計
画・実績、⾃動⾞検査証（写）、建物登記簿謄本、⼾籍謄本、全部
（個人）事項証明書

③①および②のほか、損害の額、被害者および損害賠償請求権者を確認
する書類

④損害賠償請求権者に対して負担する損害賠償の額および損害賠償⾦
の⽀払いまたは保険⾦の⽀払いに関する損害賠償請求権者の承諾を
確認する書類

示談書、判決書、引受保険会社所定の念書および損害賠償⾦の⽀払い
を証する書類

⑤共同不法⾏為の場合に第三者等に対する権利の移転を確認する書類 権利移転証（兼）念書

(4)被保険者が負担した費用の額を示す書類 ⽀出された損害防止費用・権利保全⾏使費用・緊急措置費用・協⼒費
用・争訟費用等の費用が確認できる書類・明細書

(5)その他必要に応じて引受保険会社が求める書類

①保険⾦請求権者を確認する書類 住⺠票、⼾籍謄本、委任状、印鑑証明書、法人代表者資格証明書、代
表者事項証明書

②引受保険会社が事故または損害の調査を⾏うために必要な書類 引受保険会社所定の同意書

③他から⽀払われる損害賠償⾦・保険⾦・給付⾦等の額を確認する書類 示談書、判決書、被害者からの領収書、保険会社からの⽀払通知書、労
災⽀給決定通知

④保険⾦の請求を第三者に委任したことを確認する書類 委任を証する書類および委任を受けた方の印鑑証明書または法人代表者
資格証明書もしくは代表者事項証明書

■引受保険会社は、保険⾦請求に必要な書類(注1)をご提出いただいてからその日を含めて３０日以内に、保険⾦をお⽀払いするために必要な事項(注2)の
確認を終えて保険⾦をお⽀払いします(注3)。

(注1)保険⾦請求に必要な書類は、上記の表をご覧ください。
(注2)保険⾦をお⽀払いする事由発生の有無、保険⾦をお⽀払いしない事由の有無、保険⾦の算出、保険契約の効⼒の有無、その他引受保険

会社がお⽀払いすべき保険⾦の額の確定のために確認が必要な事項をいいます。
(注3)必要な事項の確認を⾏うために、警察など公の機関の捜査結果の照会、医療機関・損害保険鑑定人など専門機関の診断・鑑定等の結果の照会、

災害救助法が適用された被災地における調査、日本国外における調査等が不可⽋な場合には、普通保険約款、特別約款および特約に定める日数
までに保険⾦をお⽀払いします。この場合、引受保険会社は確認が必要な事項およびその確認を終える時期を被保険者に通知します。

■保険⾦請求権については時効(３年)がありますのでご注意ください。保険⾦請求権の発生時期等の詳細は、普通保険約款、特別約款および特約でご
確認ください。

■損害賠償請求権者は、損害賠償⾦にかかわる被保険者の保険⾦請求権について保険法に基づく先取特権（他の債権者よりも優先して弁済を受ける
権利）を有します。また、原則としてこれらの保険⾦請求権の譲渡・質権設定・差押えはできません。

この保険では、保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求権者との示談交渉を⾏う「示談交渉のサービス」を⾏いませんが、万⼀、被保険者が損害
賠償責任を負う事故が発生した場合には、賠償問題が円満に解決するようご相談に応じさせていただきます。なお、あらかじめ引受保険会社の同意を得な
いで損害賠償責任を認めたり、損害賠償⾦等を⽀払われた場合には、損害賠償責任がないと認められる額等が保険⾦から差し引かれることがありますの
でご注意ください。

示談交渉は必ず引受保険会社とご相談いただきながらおすすめください。



７．重要事項のご説明(１)

①保険の仕組みおよび引受条件等
(1)商品の仕組み

(2)補償内容
■被保険者

ただし、適用される普通保険約款・特約によりその他の被保険者
が設定される場合がありますので、詳細は普通保険約款・特約で
ご確認ください。
(注)引受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する

書類をいい、申込みに必要な内容を記載した付属書類があ
る場合は、これらの書類を含みます。

■保険⾦をお⽀払いする主な場合
３ページに記載の「保険⾦をお⽀払いする主な場合」をご参照
ください。

■お⽀払いの対象となる損害
４ページに記載の「お⽀払いの対象となる損害」をご参照ください。

■保険⾦をお⽀払いしない主な場合（主な免責事由）
５ページに記載の「保険⾦をお⽀払いしない主な場合」をご参
照ください。なお、詳細は普通保険約款・特約の「保険⾦を⽀

保険の種類 商品の仕組み

旅⾏業者賠償責任
保険

賠償責任保険普通保険約款
＋旅⾏業者特別約款
＋通訳案内⼠業務限定補償特約
＋⽀払限度額の変更に関する特約

保険の種類 被保険者(ご加入いただいた保険契約で
補償を受けられる方)

旅⾏業者賠償責
任保険

加入申込票(注)の記名被保険者欄に記
載された方が被保険者です

払わない場合」等の項目に記載されております。

(３)セットできる主な特約
この保険契約にはお客様が任意でセットできる特約はありません。

(４)保険期間
この保険の保険期間（保険責任の始まる日から終了する日まで
の期間をいいます。）は原則として１年間です。お客さまが実際
にご加入いただく保険期間につきましては、６ページまたは加入申
込票の保険期間欄にてご確認ください。

(５)⽀払限度額等
６ページをご参照ください

②保険料
保険料(注)は、保険料算出の基礎、⽀払限度額、保険期間等
によって決定されます。詳細は、取扱代理店または引受保険会
社までお問い合わせください。
お客さまが実際にご加入いただく保険料(注)につきましては、６ペー
ジまたは加入申込票の「保険料」欄にてご確認ください。
（注）申込人が保険契約に基づいて引受保険会社に払い込む

べき⾦銭をいいます。

③保険料の払込⽅法について
７ページをご参照ください。

④満期返れい⾦・契約者配当⾦
このご契約には、満期返れい⾦・契約者配当⾦はありません。

⑤解約返れい⾦の有無
ご加入の脱退（解約）に際しては、ご加入の条件に応じ、ご加
入の保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい
⾦として返還いたしますが、始期日から解約日までの期間に応じ
て払い込んでいただくべき保険料の払込状況により追加のご請求
をさせていただく場合があります。注意喚起情報のご説明の「⑥解
約と解約返れい⾦」をご参照ください。
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2 0 1 5 年 1 0 ⽉ 1 日 以 降 始 期 契 約 用
全 国 通 訳 案 内 ⼠ 賠 償 責 任 保 険 を
ご 加 入 い た だ く お 客 さ ま へ
重 要 事 項 の ご 説 明

この書面では全国通訳案内⼠賠償責任保険（旅⾏業者賠償責任保険）契約に
関する重要事項についてご説明しておりますので、内容を⼗分ご確認ください。
お申込みいただく際には、ご加入の内容がお客さまのご意向に沿っていることをご確認く
ださい。ご加入の内容は、保険種類に応じた普通保険約款・特約（特別約款を含
みます。以下同様とします。）によって定まります。普通保険約款・特約が必要な場
合は、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。
申込人と記名被保険者が異なる場合には、この書面に記載の事項につき、記名被
保険者の方にも必ずご説明ください。
※加入申込票への記名・押印（または署名）は、この書面の受領印を兼ねています。
※この書面を、ご加入後にお届けする加入者証とあわせて保管くださいますようお願い

いたします。

契 約 概 要 の ご 説 明 ご加入に際して特にご確認いただきたい事項をこの「契約概要」に記載しています。ご
加入される前に必ずお読みいただき、お申込みくださいますようお願いいたします。この
書面はご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細は普通
保険約款・特約でご確認ください。また、ご不明な点については、取扱代理店または
引受保険会社までお問い合わせください。



７．重要事項のご説明(２)

①ご契約申込みの撤回等（クーリングオフ）
このご契約は、クーリングオフの対象ではありません。

②告知義務・通知義務等
(１)ご加入時における注意事項
(告知義務－加入申込票の記載上の注意事項)

この保険契約と補償の範囲が重なる他の保険契約等について既に
ご加入されている場合、「補償の重複」が生じることがありますので、
必ずその内容（保険の種類、⽀払限度額等）を告知してください。
補償の範囲が重なるのは、この保険契約と異なる保険種類にセット
された特約の補償内容が同⼀となっているような場合もあります。ご
不明の場合は、現在ご加入されている保険契約の内容が確認でき
る書類とともに、取扱代理店または引受保険会社までお問い合わせ
ください。

(２)ご加入後における注意事項（通知義務等）

特にご注
意ください

申込人または被保険者には、ご加入時に加入申込票（注）の記載
事項について事実を正確に告知いただく義務（告知義務）があり、
取扱代理店には告知受領権があります（取扱代理店に対して告
知いただいた事項は、引受保険会社に告知いただいたものとなりま
す。）
加入申込票（注）に記入された内容のうち、※印がついている項目
は危険に関する重要な事項です。この項目が、事実と異なる場合、
または事実を記載しなかった場合には、ご契約を解除し、保険⾦を
お⽀払いできないことがありますので、加入申込票（注）の記載内容
を必ずご確認ください。
（注）引受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する

書類をいい、申込みに必要な内容を記載した付属書類があ
る場合は、これらの書類を含みます。

ご加入後、次に該当する事実が発生した場合には、あらかじめ(事
実の発生が申込人または被保険者の責任によらない場合は遅滞な
く)取扱代理店または引受保険会社にご通知ください。ご通知がな
い場合、ご契約を解除し、保険⾦をお⽀払いできないことがあります
ので、⼗分ご注意ください。

○ご加入時にご提出いただいた告知書、申込書等の記載内容に変
更が生じる場合

また、ご加入後、次に該当する事実が発生する場合には、ご加入内
容の変更等が必要となりますので、遅滞なく取扱代理店または引受
保険会社にご通知ください。

◇ご住所の変更等、加入者証に記載された事項を変更する場合

特にご注
意ください

③補償の開始時期
始期日の午後４時に補償を開始します。保険料は、７ページに
記載の方法により払い込んでください。記載の方法により保険料
を払い込んでいただけない場合、保険期間が始まった後でも、
保険⾦をお⽀払いできません。

④保険⾦をお⽀払いしない主な場合等
(１)保険⾦をお⽀払いしない主な場合

５ページに記載の「保険⾦をお⽀払いしない主な場合」をご参
照ください。なお、保険⾦をお⽀払いしない場合の詳細は普通
保険約款・特約の「保険⾦を⽀払わない場合」等の項目に記
載されておりますのでご確認ください。

(２) 重大事由による解除
次のことがあった場合は、ご契約を解除し、保険⾦をお⽀払い
できないことがあります。
①引受保険会社に保険⾦を⽀払わせることを目的として損害

または傷害を生じさせ、または生じさせようとしたこと。
②保険⾦の請求について詐欺を⾏い、または⾏おうとしたこと。
③暴⼒団関係者、その他の反社会的勢⼒に該当すると認めら

れたこと。
④上記のほか、①〜③と同程度に引受保険会社の信頼を損

ない、保険契約の存続を困難とする重大な事由を生じさせ
たこと。

⑤保険料の払込猶予期間等の取扱い

⑥解約と解約返れい⾦
ご加入を中途で脱退（解約）される場合は、取扱代理店また
は引受保険会社に速やかにお申出ください。
■解約の条件によって、解約日から満期日までの期間に応じて、

解約返れい⾦を返還させていただきます。
ただし、解約返れい⾦は原則として未経過期間分よりも少なく
なります。

■始期日から解約日までの期間に応じて払い込んでいただくべき
保険料について、追加のご請求をさせていただくことがあります。

保険料は、７ぺージに記載の方法により払い込んでください。
７ページに記載の方法により保険料を払い込んでいただけない
場合には、保険⾦をお⽀払いできません。また、ご契約を解除
させていただくことがあります。

特にご注
意ください
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注意喚起情報のご説明 ご加入に際して申込人にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの
「注意喚起情報」に記載しています。ご加入される前に必ずお読みいただき、ご加入くださ
いますようお願いいたします。
この書面はご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。ご加入の内
容は普通保険約款・特約によって定まります。ご不明な点については、取扱代理店または
引受保険会社までお問い合わせください。



７．重要事項のご説明(３)

⑦保険会社破綻時等の取扱い
○引受保険会社の経営が破綻した場合など保険会社の業務また

は財産の状況の変化によって、ご加入時にお約束した保険⾦、
解約返れい⾦等のお⽀払いが⼀定期間凍結されたり、⾦額が削
減されることがあります。
引受保険会社が経営破綻に陥った場合の保険契約者保護の
仕組みとして、「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険
会社も加入しております。

○この保険は、保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時
使用する従業員等の数が２０人以下の法人をいいます。）また
はマンション管理組合である場合に限り、「損害保険契約者保護
機構」の補償対象となります。（保険契約者が個人、小規模法
人、マンション管理組合（以下、「個人等」といいます。）以外の
者である保険契約であっても、その被保険者である個人等がその
保険料を実質的に負担すべきこととされているもののうち、その被
保険者にかかわる部分については、上記補償の対象となりま
す。）

○補償対象となる場合には保険⾦や解約返れい⾦は８０％まで
補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻時から
３か⽉までに発生した事故による保険⾦は１００％補償されま
す。

⑧取扱代理店の権限
取扱代理店は、引受保険会社との委託契約に基づき、保険契
約の締結・保険料の領収・保険料領収証の交付・契約の管理
業務等の代理業務を⾏っています。したがって、取扱代理店にお
申し込みいただき有効に成⽴したご契約は、引受保険会社と直
接契約されたものとなります。

⑨個人情報の取扱い
この保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の
取扱いを⾏うことに同意のうえお申し込みください。

【個人情報の取扱いについて】
この保険契約に関する個人情報は、引受保険会社がこの保険
引受の審査および履⾏のために利用するほか、引受保険会社お
よびＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループのそれぞれの会社（海
外にあるものを含む）が、この保険契約以外の商品・サービスのご
案内・ご提供や保険引受の審査および保険契約の履⾏のために
利用したり、提携先・委託先等の商品・サービスのご案内のために
利用することがあります。
ただし、保健医療等のセンシティブ情報（要配慮個人情報を含
む）の利用目的は、法令等に従い、業務の適切な運営の確保
その他必要と認められる範囲に限定します。また、この保険契約
に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務
委託先（保険代理店を含む）、保険仲⽴人、医療機関、保
険⾦の請求・⽀払いに関する関係先等（いずれも海外にあるも
のを含む）に提供することがあります。
引受保険会社の個人情報の取扱いに関する詳細、商品・サービ
ス内容、引受保険会社のグループ会社の名称、契約等情報交
換制度等については、三井住友海上ホームページをご覧ください。
（https://www.ms-ins.com）
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この保険に関するお問い合わせは

●引受保険会社
三井住友海上火災保険株式会社
公務第一部営業第二課
〒101-8011
東京都千代田区神田駿河台３－１１－１
TEL:03-3259-6681/FAX:03-3259-7213
受付時間︓9:00〜17:00
(年末年始・土日・祝日は休業させていただきます。)

●取扱代理店
株式会社運輸福泉会
〒102-0083
東京都千代田区麹町4-5 海事センタービル
TEL:03-3221-8434
FAX:03-3221-8435

加入申込票の送付と保険料の振込に関する
お問い合わせは

●保険契約者
ＮＰＯ法人⽇本⽂化体験交流塾
〒105-0011
東京都港区芝公園３－５－8
TEL:03-6432-0192/FAX:03-6432-0042
受付時間︓9:00〜17:00
(年末年始・土日・祝日は休業させていただきます。)

保険に関するご相談・苦情・お問い合わせは
三井住友海上お客さまデスク
0120-632-227(無料)
チャットサポートなどの各種サービス

https://www.ms-ins.com/contact/cc/

指定紛争解決機関
引受保険会社は、保険業法に基づく⾦融庁⻑官の指定を受けた指定
紛争解決機関である⼀般社団法人日本損害保険協会と手続実施基
本契約を締結しています。引受保険会社との間で問題を解決できない場
合には、⼀般社団法人日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の
申し⽴てを⾏うことができます。
一般社団法人⽇本損害保険協会

そんぽADRセンター
０５７０－０２２－８０８(有料ﾅﾋﾞﾀﾞｲﾔﾙ)

受付時間:平日 9:15〜17:00
詳しくは、⼀般社団法人日本損害保険協会のHPをご覧くださ
い。(https://www.sonpo.or.jp/)

こちらからアクセスできます。

https://www.ms-ins.com
https://www.ms-ins.com/contact/cc
https://www.sonpo.or.jp/

